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・令和７年度公益財団法人ひたちなか市生活・文
化・スポーツ公社及び、ひたちなか海浜鉄道株
式会社の事業計画及び予算について　  （２件）

・令和６年度一般会計、特別会計、水道事業会計、
下水道会計等の繰越額計算書の報告について
　    　　　　　　　　　　　　　 （12件）

・専決処分の報告について　　　　　　 （7件）

・令和７年度ひたちなか市一般会計補正予算
   ＜第１号＞について 
・特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用
弁償に関する条例の一部を改正する条例制定に
ついて
・ひたちなか市営駐車場設置及び管理条例の一
部を改正する条例制定について

・田彦中学校給食備品購入売買契約の締結につ
いて    
・ひたちなか市道路・公園証明灯一括更新管理
事業（ＥＳＣＯ事業）契約の締結について

・公有水面埋立てに関する意見について  （２件）
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　　 ひたちなか地区は、港湾や交通網、産業団
地などの強みを活かし、企業誘致に適した環境が
整っている。こうした取組は、雇用創出や地域経
済の活性化、財政基盤の強化にもつながると考え
る。また、防災や観光といった多面的な価値も持
つことから、今後のまちづくりにおいて重要な役割
を担う地域である。そこで、企業誘致とひたちな
か地区の今後の展望について、市長のご所見を
伺う。
　　 ひたちなか地区は、かつて米軍射爆場だっ
た土地が返還され、現在では県・市・東海村が
連携し、4つのゾーンに分けたまちづくりが進めら
れている。レクリエーションゾーンでは、国営ひた
ち海浜公園を活かした観光と防災機能の強化、
都市ゾーンでは商業施設の集積による賑わい、産
業ゾーンでは常陸那珂港と連携した企業誘致と
中小企業の進出が進展中。また、市独自にスポー
ツ施設や交通対策なども進め、少子高齢化に対
応した4つの重点プロジェクトにより、人口15万
人の維持を目指している。ひたちなか地区の整備
と企業誘致は、雇用や定住促進に直結し、本市の
将来を支える重要な取組として、今後も持続的に
推進していく。

　　 ひたちなか地区は、港湾や交通網、産業団　　 ひたちなか地区は、港湾や交通網、産業団
　　 全国的に少子高齢化や財政難が進む中、
公共施設の命名権を企業に売却する「ネーミング
ライツ」の導入が注目されている。古河市では20
施設で年間約748万円の収入を得る成果もあり、
本市でも総合運動公園や市営ホールなどでの活
用が期待される。財源確保に加え、企業との連携
や市民サービス向上にもつながる。そこで、本市
におけるネーミングライツ導入に向けた、これまで
の検討状況について伺う。
　　 本市では、ネーミングライツは、安定的な財
源確保の手段として有効であり、持続可能な施設
運営に寄与する事業であると捉えている。そのた
め、導入に向けて、先行自治体の事例研究を行
い、事業の進め方等について検討してきた。また、
市内事業者の関心度把握のため、ひたちなか商
工会議所の協力を得て、関心度調査を実施。11
事業者から「関心がある」と回答をいただいた。
これらを踏まえ、導入に向けた検討を始め、導入
の目的や効果、対象施設などの基本的な考え方
を整理し、ネーミングライツの円滑な導入と適正
な運用を図る指針として、令和7年４月に、「ひた
ちなか市ネーミングライツに関するガイドライン」を
策定した。今後、ガイドラインに基づき導入を図っ
て行きたいと考えている。

　　 全国的に少子高齢化や財政難が進む中、　　 全国的に少子高齢化や財政難が進む中、
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　　 国のカーボンニュートラル目標を受け、本市
も温室効果ガス排出ゼロを目指し、「再生可能エ
ネルギービジョン」を策定した。中でも太陽光発
電は、市の電力使用量の約91％を賄える可能性
があり、現実的かつ効果的な取り組みとされてい
る。今後の推進には、導入実績を把握し、導入可
能量とのギャップを明確にすることが重要である。
そこで、本市における太陽光発電の導入実績に
ついて伺う。
答弁 地球温暖化対策の指標として２０５０年カー
ボンニュートラルを目指していくことは、世界的な
共通理解であり、本市においては、最適な再生可
能エネルギーの種類等やその導入の方向性を示
した「市再生可能エネルギービジョン」を策定した
ところ。この調査では、本市域における太陽光発
電での総量は、令和４年度では平成２６年度比で
約２倍近くの９万７千２５４メガワットアワーの発電
量となっており、市域に
再生可能エネルギーが
普及していると捉えてい
る。市としては、引き続き
再生可能エネルギーの
普及促進を図っていく。

　　 国のカーボンニュートラル目標を受け、本市　　 国のカーボンニュートラル目標を受け、本市　　 認知症の在宅介護は長期化しやすく、介護
者の負担や孤立が大きな課題である。ショートス
テイなどの「レスパイケア」や、「認知症カフェ」「家
族のつどい」といった地域とのつながりを支える
取り組みは、介護継続の支えとなる。今後、在宅
介護を支える支援体制の一層の充実が必要と考
える。そこで、認知症介護家庭への現在の支援状
況と、今後の取組について伺う。
　　 ひたちなか市では、認知症の方やそのご家
族への支援をこれまで以上に充実させている。毎
月開催している「家族のつどい」や「本人のつど
い」、市内10か所の「オレンジカフェ」などでは、
悩みの共有や相談、交流の場が提供されている。
徘徊対策として、GPS端末や「見守りシール」の
配布も行っており、安心して暮らせる環境づくりを
進めている。今年度は、地域住民やボランティア
で構成される「チームオレンジ」と連携し、認知症
の方の「やりたいこと」を一緒に実現する新たな
取り組みもスタート。たとえば、ひたちなか海浜鉄
道を使った外出レクリエーションなどを予定してい
る。市では今後も、幅広い世代に向けて正しい情
報発信と支援を行い、必要な方に必要な支援が
しっかり届くよう取り組んでいく。

　　 認知症の在宅介護は長期化しやすく、介護　　 認知症の在宅介護は長期化しやすく、介護
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※「なかまだより」は、https://www.hitachi-gr-giindan.jp/profile/profile-023-2/  の「活動報告PDF」でもご覧いただけます。

平戸  航太
ひらど　　 こうた


